
県議会と長崎の未来

～学生の皆さまへ～

令和３年１０月１２日

長崎県議会議員 坂口 慎一

長崎県議会と長崎県立大学との

包括連携に関する協定

地方議会の現場から①
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自己紹介（プロフール）１
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•1980（昭和55）年 諫早市高来町生まれ

•諫早高校、東洋大学を経て、早稲田大学（第二文学部）を卒業

九州大学大学院修士課程（比較社会文化学府）を修了

•株式会社地域科学研究所（本社：大分市）に入社

民間の行政コンサルタントとして、公会計制度の導入や公共施設管理計

画策定支援、行政評価制度導入支援などに携わる

•肥前グローカル株式会社を設立

代表取締役として、地元農産物の販売促進、商品開発などに従事



自己紹介（議会での経歴）１

•令和 3年 ３月 長崎県議会議員補欠選挙初当選

観光生活建設委員会委員

新型コロナウイルス感染症・経済対策特別委員会委員

市議会での経歴

県議会での経歴
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•平成25年 4月 諫早市議会議員初当選

• 総務委員会委員、議会報発行特別委員会委員

•平成27年 4月 総務委員会副委員長、議会運営委員会委員

• 市議会ＩＣＴ推進プロジェクトリーダー

•平成29年 4月 諫早市議会議員当選（2期目）

• 諫早市監査委員、経済環境委員会委員

•平成31年 4月 教育福祉委員会委員、議会報発行特別委員会委員

• 長崎県後期高齢者医療広域連合議員



自己紹介（その他の経歴）１
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•自由民主党長崎県連政務調査会副会長

•自由民主党長崎県連広報委員会副委員長

•自由民主党諫早支部政務調査会会長代理

•（元）自由民主党諫早支部青年局長

•（元）自由民主党長崎県連青年部副部長

•湯江小学校ＰＴＡ会長、 NPO法人湯江小学童クラブ理事、

•NPO法人拓生会理事、 幻の高来そば振興協議会会員

•諫早市消防団団員、（元）木の駅たかき実行委員会事務局

•諫早中央ライオンズクラブ会員

•高来文化協会賛助会員、高来史談会会員

•湯江浮流保存会会員

•（元）一般社団法人諫早青年会議所会員（～2020年１2月）

•（元）諫早市青年団



政治家を志したきっかけ

家族構成 ：妻、長男、長女、次男

趣味 ：読書
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自己紹介（家族構成・趣味・その他）１

・ソ連の崩壊と冷戦の終結
・ユーゴスラビア紛争
・ルワンダ紛争
・南北問題（貧困問題）
・アメリカ同時多発テロ
世の中の様々な出来事、悲劇に
衝撃を受け、世界を変えたいと考
えた

主な政策提言

・固定資産台帳の整備

（公会計の導入）

・公共施設の更新計画策定

・地域包括ケアシステムの構築
（介護予防・生活支援の充実）

・観光振興計画の策定 など

・好きな本
『Ｖ.』：トマス・ピンチョン
『存在と時間』：マルティン・ハイデガー
『性の歴史』『監獄の誕生』：ミシェル・フーコー

・おススメの本
『他者の苦痛へのまなざし』：スーザン・ソンタグ
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長崎県議会のしくみ（国政と地方自治の違い）２

国 政：議員内閣制

国会

住民

与党 野党

内閣首相

選挙

間接選挙

地方自治：二元代表制

住民

選挙 選挙

首長

地方議会

直接選挙

『図解 地方議会改革－実践のポイント100』より作成
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長崎県議会のしくみ（長崎県議会の役割と権限）２

議決 ： 条例の制定・改正・廃止、予算の決定、決算の認定、条例で定める契約
の締結など県政の重要な事項について議決する。

選挙と同意 ： 正副議長、選挙管理委員などを選挙する。また、副知事など、県
の重要 な地位につく人を知事が選任・任命する際は、議会の同意
を必要とする。

調査と検査 ： 執行機関が行う事業や事務を調査、検査を行う。必要に応じて、
説明を求め、意見を述べることができる。

意見表明と決議 ： 国会や関係する行政機関に意見書を出したり、議会の意思
を明らかにするための決議を行ったりする。

請願の受理審査 ： 県民から提出された請願を審査して、適当なものは県政へ
反映させる。

■ 県議会の役割 ：意思決定機関と監視機関

県議会は、「議決機関」または「意思決定機関」と呼ばれ、議案などの審議を通
して県民の求める県政の基本的な方針を決定する。そして、知事を始めとする
「執行機関」は議会の決定に沿って仕事を進めることになる。そこで、両者の関
係は県政の両輪ともいわれる。また、県議会は、執行機関が行なった仕事が本
当に県民のためになったかどうかについてチェックを行なっている。

■ 議会の権限 ：法律により多くの権限が与えられている
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長崎県議会のしくみ（長崎県議会のしくみ）２

議員全員で構成する会議を本会議といい、議
案の議決など議会の意思は本会議で決めら
れる。

議案その他議会で議決すべき事項は、すべて
本会議で決定されるが、県の仕事は非常に広
範囲かつ複雑なので、より専門的・能率的に審
査するため委員会を設置している。委員会には
常任委員会、議会運営委員会、特別委員会が
ある。

議長・副議長

本会議

委員会

特
別
委
員
会
（４
）

議
会
運
営
委
員
会
（１
）

常
任
委
員
会
（５
）

県議会の組織■ 定例会と臨時会

県議会は、常時開かれているわけではない。年
４回（概ね 2・6・9・11月）開かれる定例会と、特
に必要があるときに開かれる臨時会とがある。

■ 本会議

■ 委員会



10

長崎県議会のしくみ（委員会について）２

議会の円滑な運営を図るため、議会の運営に関すること、議会の会議規則、委員
会に関することなどについて協議する。

特定の議案の審査や事件の調査のために、本会議の議決で設置される。現在は、
４つの特別委員会が設置されている。

■ 常任委員会

常時設置されている委員会で、長崎県では、執行機関の所管事務で区分した４つ
の委員会と予算議案や決算議案を審査する予算決算委員会で構成されている。

■ 議会運営委員会

■ 特別委員会

・総務委員会 ・文教厚生委員会 ・観光生活建設委員会
・農水経済委員会 ・予算決算委員会

・離島・半島地域振興特別委員会 ・観光・ＩＲ・新幹線対策特別委員会
・新型コロナウイルス感染症・経済対策特別委員会
・県議会議員定数等調査特別委員会
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長崎県議会のしくみ（議員数と選挙区（令和3年度））２

議員定数 ４６人 現在の議員数 ４６人 選挙区数：１６

自由民主党
・県民会議 １７

自由民主党 １５

改革２１ ８

公明党 ３

日本共産党 １

県民・島民の会 1

オールながさき １

計 ４６

会派別議員数



県議会議員の仕事（県と市の比較＊令和元年度普通会計決算）３

借方 貸方

資産 負債

純資産

県のバランスシート 諫早市のバランスシート

3兆1,110億 1兆4,459億

1兆6,651億

借方 貸方

資産 負債

純資産

2,275.7億 619.4億

1,656.3億

・人口：1,377,187人（H27国政調査）

・面積：4,131平方キロメートル
・世帯数：560,720世帯
・職員数：19,792人
・歳入総額：6,914億3,611万5千円
・歳出総額：6,746億1,195万5千円
・基金残高：75億1,794万（財調）

長崎県

・人口：138,078人（H27国政調査）

・面積：341.79平方キロメートル
・世帯数：51,897世帯
・職員数：737人
・歳入総額：677億19万7千円
・歳出総額：667億7,006万3千円
・基金残高：45億3,146万円（財調）

諫早市

12
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県議会議員の仕事（地方議員としての役割）３

住民

要望

地方議会 ・道路や河川（市道・普通河川）
・上下水道やゴミ処理施設
・市立学校、保育園、幼稚園
・市税の徴収
・市立図書館、美術館
・住民票の発行など窓口業務
・消防

・道路や河川（県道・二級河川）
・港湾・空港
・県立学校、教育人事
・県税の徴収
・保健所（長崎市、佐世保市を除く）
・県立図書館、美術館
・警察

県議会

市議会

国政に関することなど

国、その他の行政機関へ



14

県議会議員の仕事（地方議員としての役割）３

↓市議時代 県議になった現在→

県管理の二級河川（長里川（諫早市））

県管理の県道（多良岳公園線（諫早市））

市管理の市道（諫早市）

要望箇所の現地調査
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県議会議員の仕事（議会活動と議員活動）３

・定例議会（2・6・9・11月）
・特別委員会への出席
・現地調査、要望対応
・議員研修等
・その他の公務（式典など）

議会活動

・地域要望対応
・地域行事への参加
・ボランティア活動
・調査、研究
・後援会活動
・党活動

議員活動

 6月定例会（6/12～7/3 22日間）

 9月定例会（9/10～10/5 26日間）

 11月定例会（11/25～12/18 24日間）

 2月定例会（2/25～3/19 24日間）

議会の会期（令和２年）

諫早湾干拓地の除草作業→

↓24TV募金活動
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新型コロナウイルス対策（ワクチン接種等の状況）４

ワクチンの接種等の状況

・１０月３日時点における医療従事者を含
む全年代を対象とした接種状況

・２回目の接種率は６６．６％

・長崎県は全国平均を上回っている

・高齢者の接種率は９割を超えている

・ワクチン接種に一定の目途

・緊急事態宣言及びまん延防止等重点措
置の全国的な解除（9月30日）

・各業界団体からの陳情、要望など

ウィズコロナ、アフターコロナ対策の重要性
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新型コロナウイルス対策（ウィズコロナの取組）４

新型コロナウイルス関連予算

・本県における新型コロナウイルス感染症対
策予算の累計は、2,165億5,100万円

・令和３年９月補正予算：16億3,500百万円
のうち、ほとんどが新型コロナウイルス感染
症対策予算

・財源のほとんどが国庫支出金

令和3年9月補正予算事業①

【観光地受入態勢ステップアップ事業]

（長崎県独自の支援策：観光振興課）

予算額：5億8,600万円

[対象]
県内に事業所を置く宿泊事業者、交通事業
者・旅行会社、観光協会等に対する支援。

[内容]
観光コンテンツの充実や受入環境の整備など、
ウィズコロナ・ポストコロナにおいても本県が旅
行の目的地として選ばれるよう支援するもの。
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新型コロナウイルス対策（ウィズコロナの取組）４

令和3年9月補正予算事業②

【事業継続のための給付金]

（長崎県独自の支援策：産業政策課）

予算額：7億3,900万円

[対象]
国のまん延防止等重点措置の適応等に伴う
飲食店・遊興施設への営業時短要請等の影
響を受けて売上が減少した県内の事業者。

[内容]
本年8月又は9月の売上高が対前年比（又は
対前々年比）▲30%～▲50%未満減少してい
る中小事業者に対して、売上減少額を上限と
して1事業者あたり最大20万円を支給する。

その他の支援事業

・宿泊施設、飲食店の第三者認定制度「team 
NAGASAKI SAFETY」

・「ふるさとで“心呼吸”の旅キャンペーン」

・「Go To Eat キャンペーン」 など
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若者定着の取り組み（県内就職の現状）５

県内大卒者（新規）の就職率

Ｈ11 73.1％
R2 95・１％

長崎労働局「長崎県の新規大卒者就職内定率の推移」

（H12年3月卒）
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若者定着の取り組み（県内就職の現状）５

県内大学生の県内就職の現状

第１期 長崎県総合戦略

H28.３月卒 H29.３月卒 H30.３月卒 H31.３月卒 R2.３月卒

目標（％） 47.0 49.0 51.0 53.0 55.0

実績（％） 43.1 43.2 42.7 41.0 37.8

第2期 戦略

令和３年３月卒

42.5

40.8

第2期 戦略

令和８年３月卒

50.0

―

県内大学生の県内就職の現状

1,276人（県内就職）

3,128人（全体）

県内出身者

約55%

県外出身者

約45%

卒業生の出身地割合

長崎県若者定着課の資料より

・コロナ禍の影響により、就職・採用
活動が大きく制限される中、いち早く
企業説明会等をオンライン対応に切
り替えることで学生と企業の交流機
会を確保したことや、継続的な県内
企業の認知度向上、魅力発信の効
果などに加え、コロナの影響による
地元志向の高まりなどもあり、令和
３年３月卒業者の県内大学生の県
内就職率は、前年度比３．０ポイント
増の４０．８％と５年ぶりに増加に転
じた。
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若者定着の取り組み（県内就職に向けた取組の現状）５

長崎県若者定着課の資料より

県内の大学生対策 県外の大学生対策

■県内大学との連携協定の締結
○協定に基づく大学独自の取組を支援
地方創生リーダー育成、留学生の県内
就職対策 など

■大学や学部の特性に応じた企業との
交流会

・情報システム関係の学部の学生と、IT関
連企業
・語学スキルの高い学生や留学生と、海
外展開企業等
・理工系学部と、製造業
※コロナの影響を踏まえ、オンラインをフル活用

■就職スタートアップセミナー
○大学１～２年生向けに、就職活動の基本
や「Nナビ」の活用方法等を説明

■首都圏及び福岡県の学生のＵターン就
職者数
Ｈ３０：２０４人→ Ｒ２：２３３人（増加傾向）
Ｒ７（目標）：３５０人程度

■ながさきＵＩターン就職支援センター
・福岡市に設置、職員２名が常駐

■福岡における学生サークルの形成
・本県出身の大学生を中心に形成し長崎
県内企業との交流等を実施

■Ｕターン就職活動旅費助成
・県外大学生のＵターン就職活動（面接、
インターンシップ等）を支援

■大手就職ナビサイトを活用した発信
・サイトに登録している長崎県出身学生に
対し、オンライン就活イベントや旅費助成
制度の等の就活支援情報
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若者定着の取り組み（県内就職に向けた取組の現状）５

ながさき県内就職応援サイト Ｎナビ

長崎県若者定着課の資料より

■産業労働部 若者定着課
「人材確保に向けた企業の
魅力向上事業費（企業情報
発信）」

事業費・予算（千円）
Ｒ元：１１，０１１
Ｒ２：２２，７９８
Ｒ３：２６，０３４
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長崎県の未来（ＮＡＧＡＳＡＫＩ Ｒｅｖｏｌｕｔｉｏｎ４.０）６

令和のまちづくり革命“進化し続ける長崎” 企画部政策企画課未来戦略企画担当
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長崎県の未来（長崎の近未来像）６

チェンジをチャンスへ、そしてチャレンジへ 企画部政策企画課未来戦略企画担当
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長崎県の未来（まちの変化）６

チェンジ―「まち」が変わる！ 企画部政策企画課未来戦略企画担当
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長崎県の未来（産業構造の変化）６

チェンジ―「産業構造」が変わる！ 企画部政策企画課未来戦略企画担当
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長崎県の未来（地域の変化）６

長崎・西彼地域の変化! 企画部政策企画課未来戦略企画担当

民間

民間

市

県

県

民間
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長崎県の未来（地域の取組）６

地域の枠を超えたプロジェクト・広域連携 企画部政策企画課未来戦略企画担当
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これから社会人となる皆さまへ（今後の施策のあり方）７

多様な主体との連携と人材育成 『長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ２０２５』
（概要版）

○2040年頃にかけて、全国的に人口の減少や

少子高齢化など社会の大きな変化が予測されている。

○本県でも全国より速いスピードで人口減少が進行す

るなど様々な課題が見込まれることから、今から行って

おくべき取組を着実に進めていく必要がある。

○長期的な視点で計画的に長崎県づくりを進めていくた

め、今後の県政運営の指針や考え方を県民にわかりや

すく示した総合計画を策定する。

○人が活躍し支えあう

○産業が育ち活力を生む

○地域がつながり安心が広がる

人・産業・地域を結び、新たな時代を生き抜く力強い長
崎県づくり

計画策定の趣旨

計画の基本理念
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これから社会人となる皆さまへ（今後の施策のあり方）７

多様な主体との連携と人材育成 『長崎県行財政運営プラン２０２５』（概要版）
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これから社会人となる皆さまへ７

「つながり、ささえ、つくろう 長崎」を目指して

R３年３月24日

長崎新聞

本県を取り巻く環境

○人口減少、超高齢社会の到来

○脆弱な財政基盤

○産業構造の急激な変化

○価値観やニーズの多様化

これからのまちづくり

政治、行政の取組だけでは対応

が困難に。産学官、地域の連携

した施策体系づくりが必要。

学生の皆さまへ

これからそれぞれの進路を選択し、それぞれの夢や目標に向かって前進されることと思
います。民間企業、学術研究、行政機関、あるいは政治家や企業家、ソーシャルビジネ
スやNPO…さまざまな選択肢があることでしょう。皆さまが、それぞれの分野や持ち場で
大いに活躍されることを期待しています。

皆さんで力を合わせ、より良い世界を、長崎県をつくっていきましょう！


